まちづくりと交通権保障とを実現する交通基本法制定を急ごう by 土居, 靖範
































きている。1980 年代前後以降の欧米の一連の交通法規制定の動きは表 1 のようになっている。
58 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）
　交通政策の基本的・抜本的な方針を定めた法律として，1982 年にフランスで「国内交通基
本法（Loi d’orientation des transports intérieurs）」，1991 年アメリカ合衆国で ISTEA, 2000 年英
















通権学会編『交通権』日本経済評論社，1986 年刊，243 ～ 244 ページより引用）。
　フランスでは，1981 年に社会党党首ミッテランが大統領に就任し，政権が交代した。これ
により 1970 年代から始まっていた公共交通整備および利用促進型政策がさらに推し進められ
るようになった。同法はミッテラン大統領時代の 1982 年 7 月に法律案がとりまとめられ，議











アメリカ 1998 TEA-21（21 世紀交通平等法）








　フランス国鉄改革とは，1938 年 1 月 1 日に国内 5 鉄道会社の国有化により設立された「フ
ランス国有鉄道（Société Nationale des Chemins de fer Français：SNCF）」は，設立時の協定（「国
















策をめざして」と題する論文を 1982 年 9 月 18 日付『ル・モンド』紙に発表している。その中で，





　（交通権学会編『交通権』，日本経済評論社，1986 年，273 ～ 281 ページに全文の翻訳が掲載されている）。
　ところで，フランスの国内交通基本法（Loi d’orientation des transports intérieurs，以後略称して，
「LOTI」を使用することがある ) は，異なる交通機関に適用される一般規定（第 1 編），異なる交
通機関に適用される個別規定（第 2 編），雑則（第 3 編）の計 3 編で構成されている。第 1 編で
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は交通に関する権利の規定，労働条件，社会基盤等の計画，交通に関する国家評議会（conseil 




の整備開発の方針を定めた 1996 年 6 月 25 日法律第 99-533 号，都市の連帯および再編に闘す













は道路整備に置かれ，路面電車は 1985 年以前はマルセイユ，リール，サンテティエンヌの 3 
都市にしか存在しなかった。しかし，1982 年末に LOTI が公布された頃から交通政策に大き
な変化が生じた。この LOTI で確立された「交通権」（人は誰であれ自由に移動する権利を持つ）と，

























　1994 年時点では，人口 2 万人以上の都市に適用され，その制限税率（上限）は従業員支払
給与総額の 2.20％（パリ）を最高に，人口 10 万人以上の都市圏で国の補助金を受ける大規模
インフラ投資プロジェクトを持つ都市圏で 1.75％，そうでない場合は 1.00％，人口 2 万人か










　フランスの地方分権プロセスは，1982 年～ 1983 年のドフェール法で始まった（1982 年地方
































































としてこれまでの交通政策全体が見直されており，翌 1998 年 7 月に環境交通地域省（DETR）





















































































66 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）
　ところで，サンフランシスコ市は，人口 776,733 人（2000 年調査）で高齢者人口は，
136,369 人（人口の 17.6%），施設ではなく市内で生活している障がい者は 100,906 人（人口の










型車両は ADA の規則に従ったサービスに利用されており，最低 1 日前に電話による予約が必
要である。利用料金は 1 回 1 ドルで利用できる。タクシーは利用する時間の 30 分前に電話で
予約して利用できる。利用料金は，1 冊 30 ドル分の利用券を 4 ドルの負担で購入して支払う。












援制度を中央政府レベルでとる方向が打ち出され，ISTEA（Intermodal Surface Transportation 
Efficiency Act of 1991：総合陸上交通効率化法）が制定されたのであった。




る。ISTEA は道路と公共交通整備などの資金提供プログラムとして，連邦政府補助額は 6 年
間で総額 1500 億ドルに上り，このうち公共交通関連に 315 億ドルが充てられた。ガソリン税
などを財源に 鉄軌道システムの新設・延伸（車両購入を含む）に対し最大 80％を補助する。
　ISTEA の延長法として 6 年間を期限とし，要望を幅広く受け入れて TEA-21（Transportation 
Equity Act for the 21st Century：21 世紀交通平等法）が制定された。TEA21 の大きな特徴とし
て，公共交通重視の法律であり，予算を部門間でやり取りできる点があげられる。施策の統
合化が強調され，地域の政策次第で柔軟な資金運用が図られた。6 年間（1998 ～ 2003）の総額
は 2170 億ドルで，うち公共交通は 413 億ドルに上る。その期限が切れたが，2005 年 8 月に
連邦議会で承認された SAFETEA-LU（Safe, Accontable, Flexible, Efficient Transportation Equity 
Act; A Legacy for Users ／新交通最適化法）に精神は受け継がれている。


















  1）アメリカ合衆国では、連邦運輸省（DOT；Department of Transportation）内の域内交通局（FTA；
Federal Transit Administration）が，バス，鉄道，LRT 等の公共交通サービスを所管しており，州に対す
る補助等を行っている。FTA による地域の公共交通に対する補助は、州内の MPO（Metropolitan Planning 
Organization都市計画機構）が5年毎に策定する交通計画（Transportation Program）を通じて行われている。











　国内交通基本法は，第 1 ～ 2 条において，交通権という世界で初めての人権概念を導入し，
国内交通政策の目標が交通権の漸進的実現にあることを明らかにしている。フランス国内交
通基本法 1982 年 12 月 30 日付法律第 82 － 1153 号 : Loi no.82-1153 du 30 dcembre 1982 
d'orientation des transports intérieurs，「フランス国内交通基本法」第 1 編（全体で 8 条構成）
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LOI n 82-1153 du 30 décembre 1982
d’orientation des transports intérieurs.
　　　　L’Assemblée nationale et le Sénat ont délibéré,
　　　　L’Assemblée nationale a adopté,
　　　　Le Conseil constitutionnel a déclaré conforme à la Constitution,
　　　　Le Président de la République promulgue la loi don’t la teneur suit:
TITLE I er
Dispositions généraies applicables aux différents modes de transport.
CHAPITRE I er
Du DROIT AU TRANSPORT ET DES PRINCIPES GÉNÉRAUX APPLICABLES AUX TRANSPORTS 
INTÉRIEURS
  Art 1er. ― Le système de transports intérieurs doit satisfaire les besoins des usagers dans les 
conditions économiques et sociales les plus avantagcuses pour la collcctivité.  II concourt à l’unité et à 
la solidarité nationale, à la defense du pays, au développement économique et social, à l’aménagement 
équilibré du territoire et à l’expansion des échanges intenationaux, natamment européens.
  Ces besoins sont satisfaits par la mise en oeuvre des dispositions permettant de rendre effectifs le 
droit qu’a tout usagerde se déplacer et la liberté d’en choisir les moyens ainsi que la faculté qui lui est 
reconnue d’exécuter lui-même le transport de ses biens ou de le confier à l’organisme ou à l’entreprise 
dé son choix.
  Art. 2. － La mise en oeuvre progressive du droit au transport permet aux usagers de se déplacer 
dans des conditions raisonnables d’accés, de qualité et de prix ainsi que de coût pour la collectivité, 
notamment par I’utilisation d’un moyen de transport ouvert au public.
  Dans cet esprit, des mesures particulières peuvent être prises en faveur des personnes à mobilité 
réduite.
  Les catégories sociales défavorisées, notamment celles des parties insulaires et des régions lointaines 
ou d’accés difficile du territoire national, peuvent faire l’objet de dispositions adaptées à leur situation.
  Le droit au transport comprend le droit pour les usagers d’être informés sur les moyens qui leur sont 














































運輸大臣の諮問を受けた運政審は 1998 年 6 月に「需給調整規制廃止に向けて必要となる環境
整備方策等」についての基本方針を出し，貸し切りバスや航空から具体的に動き出した。その





























択の自由），第 25 条（生存権），第 13 条（幸福追求権）など関連する人権を集合した新しい人権
であると考えるが，私もその発足から係わってきた，交通権学会では交通権憲章作成委員会（安
藤陽，土居靖範，原田勝正，日比野正己の 4 人の委員）を組織し，「交通権憲章（1998 年版）」を公表・
提案している。以下にその全文を掲載したい（交通権学会編『交通権憲章― 21 世紀への豊かな交通
への提言』〔1999〕日本経済評論社，2 ～ 3 ページより）。
























22 条 1 項）幸福追求権（13 条）生存権（25 条）の集合であり，交通権と称することができる。」として，










　　次に，22 条を根拠とする主張については，「22 条 1 項も，いわゆる自由権の一として，国家が国民の移転
に対して容喙することを拒みうることをその内容とするものにとどまり」としており，22 条から導かれる交
通権を，自由権としての交通権のみに限定している。































































































































行　政 □市町村…生活交通の確保を始め , 住民の足を守る。魅力ある地域づくりの観点などから中心的
な役割を担う










□住民団体等 ( 計画策定・実施に主体的に参画する公募参加住民含む )…構想 , 計画策定 , 実施の
各段階において主体的に参画する
□ NPO…住民 . 事業者 , コーディネーター , 専門家等いずれの立場でも参画しうる
□地域…企業・学校・病院・商業施設響は , 交通需要の主要な発生・集中源であり , 公共交通の
利用促進 ( 転換 ) など計画・施策実施の担い手となる
交通事
業者







































156 回国会（2003・平成 15 年）に提出され，審議未了廃案となっている。民主党・社会民主党
議員を中心に提案がなされたが，これに対して，政府は「交通権につきましては…憲法上の明
示がいまだなされておらず，学説，判例においても確定していない」「どのような水準の交通サー
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ビスを受けることが権利と言えるのか，いまだ社会的合意が形成されていない」とし，「今後
この内容をいかに明確にしていくか等，検討課題」「法律上権利として規定することには，現
段階では残念ながらこれを推進することは困難」と答弁している。政府見解は，請求権として
の交通権につき，今後の議論の深化に伴い具体的権利へと発展する余地を認めつつも，現時点
では具体性を否定している。
　交通権概念をより精緻化し，それを盛り込んだ交通基本法制定を今こそ全国民的な運動とし
て大きく展開することが緊急の課題と考える。
